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 本論文の目的は、戦後日本の武器輸出管理政策を事例として、武器輸出禁止規範が政

策形成に与えた作用とその限界を明らかにすることである。近年、政治学・国際政治学

の領域では「規範(norm)」が政策形成に与える影響について注目がされている。なかで

も国際政治学を出発点とする「構成主義(Constructivism)」は、従来のリアリズムやリベ

ラリズムなどの理論が「軍事力」や「経済的利益」などの物質的（material）な要因に

政治の動因を求めていたのに対して、「規範」や「アイディア」といった認知的な要因

にその動因を求めることに、その理論的な特徴がある。構成主義における「規範」とは

「ある特定のアイデンティティをもつアクターにとっての適切な行動の基準」とされて

おり、アクターが特定の「規範」を「受容(内面化)」すると、「規範」に従うことの得

失を計算するのではなく、そうであることを当然視し、行動するようになる1。構成主

義にとって戦後日本の安全保障政策は「クリティカル・ケース」2とする先行研究も存

在するが、果たして「規範」は戦後日本の安全保障政策の全てを規定してきたといえる

のか、本論文においては戦後日本の安全保障政策の一端を担ってきた「武器輸出管理政

策」を題材に改めて検証をおこなうこととする。 
第二次世界大戦後、日本は海外への「輸出」3を経済産業省(2001年以前は、通商産業

省)が「外国為替及び外国貿易法(以下、外為法)」(1949年)と同法に基づく政令である「輸

出貿易管理令」(1949 年)4によって管理してきた。一般的に貨物の輸出には、経済産業

                                            
1 猪口、田中、恒川、薬師寺、山内編 2005：241 
2 柴田 2011：21 
3 本論文における「輸出」とは外国為替及び外国貿易管理法（1949年）に規定されている「日
本から国外に送り出すこと」を差す。このため、いったん海外の持ち出して持ち帰るものや、
修理目的、サンプル品など用途や形態に関わりなく国外から持ち出す行為全てを「輸出」とす
る。 
4 外国為替及び外国貿易管理法(1949年、抜粋) 
 第 1条(法律の目的) 
この法律は、外国為替、外国貿易その他の対外取引が自由に行われることを基本とし、対外取
引に対し必要最小限の管理又は調整を行うことにより、対外取引の正常な発展並びに我が国又
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大臣(2001年以前は通商産業大臣)の許可(1987年以前の用語では「承認」)が必要とされ

ており、「武器」の輸出についても同様の措置がとられている。また、武器技術につい

ても 1980 年以降、外為法と外国為替令によって輸出には許可(承認)が必要となってい

る。このような戦後日本の武器輸出管理政策のもと、現在もっとも注目をされている政

策が「武器輸出三原則」（1967年）と「武器輸出に関する政府の統一見解」(1976年)5で

あろう。 

「武器輸出三原則」とは、佐藤榮作内閣総理大臣(当時・自由民主党)の国会答弁によ

って示された①共産圏諸国、②国連決議により武器等の輸出が禁止されている国、③国際

紛争の当事国又はそのおそれのある国については、武器の輸出を認めないとする日本政

府の武器輸出に関する政策指針である。武器輸出三原則は、後に三木武夫内閣総理大臣

(当時・自由民主党)によって 1976年 2月に表明された①三原則対象地域については「武

器」の輸出を認めない。②三原則対象地域以外の地域については、憲法及び外国為替及

び外国貿易管理法の精神にのっとり、「武器」の輸出を慎むものとする。③武器製造関

連設備の輸出については、「武器」に準じて取り扱うものとする、とした「武器輸出に

関する政府の統一見解」（1976年）とともに、今日まで日本の武器輸出管理政策の中心

を担う指針であった。武器輸出三原則については、同時期に佐藤総理大臣によって示さ

れた「核兵器を持たず・作らず・持ち込ませず」とする非核三原則(1967 年)と混同し、

武器輸出を全面的に禁止
・ ・ ・ ・ ・ ・

する政策指針であるとの誤った理解
・ ・ ・ ・ ・

が広がっているが、武器輸

出自体はまた、国会の場においては、与野党を問わず「国是」6と評価する国会議員も

                                                                                                                                
は国際社会の平和及び安全の維持を期し、もつて国際収支の均衡及び通貨の安定を図るととも
に我が国経済の健全な発展に寄与することを目的とする。 
5 厳密には「武器輸出三原則」(1967年)と「武器輸出に関する政府の統一見解」(1976年)をあわ
せて「武器輸出三原則等」と呼称するが、本論文においては論旨を明確にするため、それぞれ
「武器輸出三原則」、「武器輸出に関する政府の統一見解」と個々を独立させて表記することと
する。 
6 吉川春子参議院議員(当時、日本共産党)は参議院憲法調査会(2004年 12月 1日)で「戦争放棄の
9条からも武器輸出を全面的に禁止するのが当然で、国是ともなってきました」と述べている。
また防衛庁長官経験者で国防族議員としても知られる山崎拓衆議院議員(当時・自由民主党)も衆
議院予算委員会（1996年 1月 30日）において「我が国は非核三原則や武器の不輸出の国是を持
っている国でございます」と答弁するなど、保守系・革新系を問わず「国是」とする国会議員
が存在する。 
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いる一方で、「武器輸出三原則」が「武器」7輸出にかかる外為法と輸出貿易管理令の運

用に関するたんなる
・ ・ ・ ・

「運用基準」であったことはあまり知られていない。 

現在、「武器輸出三原則」および「武器輸出に関する政府の統一見解」をめぐっては、

野田佳彦内閣総理大臣（当時・民主党）のもとで「『防衛装備品等の海外移転に関する

基準』についての内閣官房長官談話」(2011 年 12 月)が出され、従来個別に実施してき

た「武器輸出三原則」と「武器輸出に関する政府の統一見解」の例外化措置を「平和貢

献・国際協力に伴う案件」と「我が国の安全保障に資する防衛装備品等の国際共同 開

発・生産に関する案件」については、「包括的に例外化」することとなった8。この「例

外化」に伴って、トルコとの戦車用エンジンの共同開発9や国際共同開発機である F35 戦

闘機の生産分担10など、武器の生産・開発にかかる国際プロジェクトが報道されるなど

武器輸出に関する抑制的な姿勢を転換しつつある。しかし、防衛行政を司る防衛庁内に

おいても、武器輸出についての議論すらタブー視するような状況が長らくあり、防衛長

官経験者や防衛事務次官経験者の発言からは、武器
・ ・

を
・

輸出すべきでない
・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・

、武器
・ ・

輸出
・ ・

は
・

タ
・

ブー
・ ・

で
・

ある
・ ・

とする「武器輸出禁止規範(以下、規範)」の存在が自民党国防族の姿勢や防

衛行政にまで影響するほど、広がりを見せていたことを現しており、このことは戦後日

本の武器輸出管理政策の形成に影響を与えていたことを如実に表している。 

 だが、仮に「武器輸出禁止規範」が政策
・ ・

形成
・ ・

に
・

影響
・ ・

を
・

与え続けて
・ ・ ・ ・ ・

いた
・ ・

のであれば、現

時点においても日本の武器輸出管理政策は転換をされていないと考えられる。しかし、

中曾根康弘内閣総理大臣（当時・自由民主党）のもとで出された「対米武器技術供与に

関する政府統一見解」（1983 年）以降、「国際平和協力業務等を実施する際の装備品の

輸出」（1991 年）、「国際緊急援助隊への自衛隊参加に伴う武器の輸出」（1991 年）、「日

                                            
7「武器」の定義については、武器輸出三原則と自衛隊法では定義が異なっているが、本論文お
ける武器の定義については、特に断りの無い限り武器輸出三原則上の武器の定義を指すことと
する。武器輸出三原則における武器とは「軍隊が使用するものであって、直接戦闘の用に供さ
れるもの」をいい、具体的には、輸出貿易管理令別表第 1 の第 197の項から第 205の項までに
掲げるもののうちこの定義に相当するものが「武器」である。 
8「防衛装備品等の海外移転に関する基準」についての内閣官房長官談話 
首相官邸Webページ＜http://www.kantei.go.jp/jp/tyokan/noda/20111227DANWA.pdf＞ 
（2013 年 11月 26日最終アクセス） 
9『日本経済新聞』2013年 11月 11日 
10『日本経済新聞』2013年 11月 16日 
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米物品役務相互提供協定下で行われる物品・役務の相互提供」（1996年、1998年、2004

年）など、繰り返し「例外化措置」を通じた「緩和」がなされている。つまり、このこ

とは「武器輸出禁止規範」が戦後日本の武器輸出管理政策に与える影響の「限界」を示

している。もちろん、すべての政策現象を説明しうる分析視角などは存在せず、個々の

理論には当然「限界」というものが存在している。ゆえに「規範
・ ・

」が
・

何
・

を
・

いったい
・ ・ ・ ・

どこ
・ ・

まで
・ ・

説明
・ ・

できる
・ ・ ・

か
・

について、事例研究を通じて明らかにすることの学術的意義は大きい。 

そこで、本論文においては戦後日本の武器出管理政策が形成された敗戦期（1945年）

から中曾根内閣によって「対米武器技術供与に関する政府統一見解」が出された 1983

年までの期間における「日本の武器輸出管理政策」の事例から「武器輸出禁止規範」の

「形成」と「限界」と検証していくこととする。 

政策形成時における「規範」の影響については、とくに「構成主義」11によって研究

上の蓄積がなされている12。国際政治学における構成主義が生まれた背景には、ネオリ

アリズムが東西冷戦の終結を予測するという「決定的なテスト」で失敗をしたことを受

けて、国際構造の変化、現象の社会的文脈や歴史性といった要素に目を向けるようにな

ったことが存在する13。従来の理論では行為者が「利益（interest）」の最大化を目指して

「合理的（rational）」に行動するという「結果の論理（logic of consequence）」によって

定まる14。これに対して構成主義は、状況の認知やアイデンティティがアクターの「利

益（＝目的）」やアクターが遵守すべき「価値（＝行為）」をも規定し、ある特定の状況

                                            
11 本論文における「構成主義」とは、特に断りの無い限り国際政治学上の「構成主義」を指す
こととする。 
12 戦後日本の安全保障政策については、海外派遣や敵基地攻撃能力の保有に慎重な姿勢をとっ
ているなどの特徴をふまえ「平和主義」や「反軍主義」が政策形成に影響したとする先行研究
が数多く存在する。代表的なものとして、とりわけバーガーとカッツェンスタインの研究が知
られている。 
Berger, Thomas U.1998.Cultures of Antimilitarism: National Security in Germany and Japan. Baltimore: 
Johns Hopkins Press. / Izumikawa, Yasuhiro. 2010. “Explaining Japanese Antimilitarism: Normative and 
Realist Constrains on Japan’s Security policy.” International Security 35（2）：123−160. / Katzenstein, 
Peter J.1996.Cultural Norms and Military in Post War Japan: Police and Military in Postwar Japan. 
Ithaca: Cornell University Press.（P.J.カッツェンスタイン著、有賀誠訳（2007）『文化と国防』日
本経済評論社）/ Katzenstein, Peter J.2008.Rethinking Japanese Security: Internal and external 
dimensions. New York: Rutledge. 
13 大矢根 2005：124−125 
14 March＆Olsen1989：160−162 
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下において、その行為が適切か否かを判断するという「適切性の論理（ logic of 

appropriateness）」によって定まるとされている15。このような特徴を持つ構成主義につ

いて、パーソンズは「世紀に変わり目までに構成主義は政治学の中でかつてないほど定

着してきた」と評価するように、近年においては広く政治学全体にまで影響を及ぼし、

その分析射程は広がりをみせている16。中でも、構成主義が従来理論の限界を超える説

明力を持ちうることを主張する「クリティカル・ケース」として挙げられるのが、戦後

日本の安全保障政策である17。戦後日本の安全保障政策については、先行研究において

経済力と軍事力のアンバランスが指摘されており、とくに近代史において「富」と「力」

が密接に関係し、大国の地位にある国家はその双方を追及するという広く受け入れられ

た見解から逸脱するものとしてとらえられている18。また、構成主義者であるバーガー

は、第二次世界大戦後の日独の安全保障政策を比較した研究において、「国際社会で生

起する軍事・安全保障問題に関与することに極めて慎重である点において、日本とドイ

ツは先進工業国の中で際立っている」と述べ、これらの特徴を説明するうえで構成主義

は有効な理論枠組みであると考えられている19。 

しかし、柴田は構成主義について、規範や文化などの観念的要因を用いて戦後日本の

安全保障政策の展開を説明しようとする点については「重要な成功を収めている」と評

価しているものの、「独立変数の選択に起因して変化の説明に問題を抱えている」とし、

政策が変更された際に説明力が欠けるとの問題点を指摘している20。また、宮下は「平

和主義の規範は、戦後日本の安全保障政策を導いた必要条件かもしれないが、十分条件

ではない。反戦平和志向の下、日本の安全保障政策は時代により、また時の政権により

変化した。」と述べ、規範の形成の背景に「利益」などの物質的（material）な要因の影

響を考慮する必要性を指摘している21。さらに、秋吉も「アイディアが比較的緩やかな

概念であることから、説明しづらいものを『最後はアイディアによる説明に逃げる』と

                                            
15 同上 
16 Parsons 2010：83 
17 柴田 2011：21 
18 宮下 2011：23 
19 Berger1998：1 
20 柴田 2011：22-23 
21 宮下 2011：27 
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いうことになってしまう」として、構成主義を使った分析の限界点を指摘している22。

このように、先行研究における構成主義への批判の中心は、構成主義がもつ「分析射程」

にかんするものであり、政策形成の「動因」として「規範」や「アイディア」の存在に

注目することに対する批判ではない。このことは、国際政治学の古典である『危機の二

十年』において「国際社会とそれに付随する国家の道義的義務が存在するとすれば、そ

れは人々があたかも国際社会や道徳義務が存在するかのように語り、行動するからであ

る」23と指摘してされていたことからも、「規範」や「アイディア」といった視座は古

くから注目をされていることも明らかである。 

カッツェンスタインは、戦後日本の安全保障政策について「総合安全保障」24の概念

のもとで安全保障を広く定義することに留意したうえで、「軍事的安全保障」の領域と

比べて「経済的安全保障」25の領域のほうが政策の柔軟性が高いと指摘し、さらに軍事

的安全保障の領域においても個々の政策分野ごとに政策の硬直性に違いがあると述べ

ている26。この現象を説明する際に、カッツェンスタインは、ある特定の「規範」が広

く受け入れられたものとなっている場合、その「規範」が関わる政策分野での対立が緩

やかなものとなるが、ある特定の「規範」が広く受け入れられておらず「規範」に関す

る対立が存在する場合には政策は硬直的になるとしている27。ゆえに経済の輸入依存体

質とその脆弱性は広く認識されており、その脆弱性を縮小するという規範が争いなく受

け入れられた結果、経済・通商政策には柔軟性が存在したとしている28。他方で、軍事

的安全保障については第二次世界大戦の経験と 60年安保体制成立の経緯などから、「平

和国家」としての自己イメージと「普通の国」としての自己イメージが対立し「規範」

                                            
22 秋吉 2007：14 
23 カー1996：162 
24 軍事的側面だけでなく非軍事的側面までを含めて、国家の安全保障を総合的に捉えようとす
る考え方。1979年 4月に大平正芳総理大臣によって委嘱された、猪木正道(当時・平和・安全保
障研究所理事長)、高坂正堯(当時・京都大学教授)らからなる総合安全保障研究グループの報告
書(1980年 7月)がよく知られている。 
25 安全保障の構成要素である目的、脅威、手段のいずれかに経済的な要素が入れば一般的に経
済安全保障と呼ばれる。軍事的な脅威に対して経済制裁で対抗するのは典型的な例である。 
26 Katzenstein1996：121 
27 同上 
28 柴田 2011：21、Katzenstein1996：121 
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についての合意が得られず、政策自体も硬直性を持つものになったと述べている29。そ

のうえで、軍事的安全保障においても経済に関係が深い自衛権の地理的範囲の拡大や軍

事技術の移転などは、経済との関係性が強いため、政策的柔軟性が比較的高く、非核三

原則や防衛予算、自衛隊の海外派遣については政策的柔軟性が低いとしている30。つま

り、カッツェンスタインは戦後日本の安全保障政策を「規範」に対する合意が得やすい

経済的安全保障政策と、「規範」に対する合意が得にくい軍事的安全保障に二分化し、

政策変化への柔軟性というという点から戦後日本の安全保障政策の形成過程を説明し

ているのである。 

しかし、戦後日本における経済的安全保障政策は、共産圏への輸出統制やココムなど

米国の軍事的安全保障の延長線上で形成されている。ゆえに経済的安全保障政策にかか

る「規範」形成の段階で「軍事的安全保障」や「軍事的な利益」の影響を色濃く受けて

いるため、必ずしもこれらを二分するという分析方法が戦後日本の安全保障政策の形成

過程を説明するうえで、適切な方法であるとは評価できない。また「暴力は割に合わな

いという信念」や「平和的貿易国家としての自己イメージ」が戦後日本の安全保障政策

形成に与え、「安全保障は平和的手段により達成されるべきであるとする考えを形成し

てきた」と指摘しているが、そもそも共産圏への輸出統制やココム加入など、経済的な

手段を通じて軍事的安全保障の一翼を担ってきたという経緯を踏まえれば、適切な分析

をおこなっていたとはいえない31。 

事例検証においては、まず戦後日本の武器管理政策、特に「武器輸出三原則」が同じ

ココム加入および第二次中東戦争期における一連の政策形成過程において形成されて

きたことを明らかにした。ココムは、それ自体が法的拘束力を持つのではなく、ココム

において定められた輸出規制を各国の国内法において実施するため、日本においては外

為法と輸出貿易管理令がその根拠法令となっている。つまり、外為法と輸出貿易管理令

の運用基準である「武器輸出三原則」とはその性格自体が重なっているといえる。「武

器輸出三原則」の中で（1）共産圏諸国向けの武器輸出禁止については、当然のことな

がら「ココム」加入をつうじて規制をされている。また（2）国連決議により武器等の
                                            
29 柴田 2011：21、Katzenstein1996：18､30 
30 柴田 2011：21−22 
31 Katzenstein1996：18 



 
 

8 

輸出が禁止されている国向けの武器輸出の禁止については、ココム加入時の通産省の貿

易輸出の方針として「国連協力」を掲げていたことを踏襲しているといえる。しかし、

ここで特徴的なのは、この講和独立直後の日本においては国連への協力＝共産圏への輸

出統制への協力(ココムへの加入)という構図が形成されていたことである。つまり武器

輸出三原則における「（1）共産圏諸国向けの武器輸出禁止」及び「（2）国連決議により

武器等の輸出が禁止されている国向けの武器輸出の禁止」については、対共産圏への輸

出統制という政策上同じ性格を持つものであったと評価できる。その一方で「（3）国際

紛争の当事国又はそのおそれのある国向けの場合の武器輸出禁止」については、確かに

この時期においては「朝鮮戦争」が勃発しており、その長期化防止の文脈から紛争当事

国である共産圏向けの貿易の規制していた点を踏襲していたとの評価も可能であるが、

それはあくまでも対共産圏向けという限定がされており、必ずしも全ての紛争当事国を

想定していた形跡が無い。ゆえに、「武器輸出三原則」のうち「(1)共産圏諸国向けの武

器輸出禁止」、「（2）国連決議により武器等の輸出が禁止されている国向けの武器輸出の

禁止」については、米国による対共産圏輸出統制の延長線上に位置する政策であると評

価でき、これらは「日本国憲法の理念」や「平和主義」といった平和的な色合いをもつ

ものではなく、米国の対共産圏への輸出統制政策の一環として形成された、「軍事的利

益」や「経済的利益」の影響を色濃くもつものであったと言える。 

他方で、朝鮮戦争によって期せずして再建された日本の防衛産業は、朝鮮戦争休戦に

よる特需景気の終息をうけ、元来防衛産業が有している不安定さが一層際立つようにな

った。しかし、産業としての不安定さは財界や銀行界から問題視され、また監督官庁で

ある通産省も外貨獲得の有力な手段として当初は認めていたが、予算措置などを通じた

防衛産業政策を講じることはなかった。このような状況下において発生した、中東での

軍事的な対立はイスラエルやシリアなどの国々から直接日本への武器買い付け団が送

り込まれるほど深刻化していたものの、彼らによる武器の買い付けは生産設備の余剰を

抱える防衛産業にとっては朗報といえた。しかし、鳩山総理大臣は輸出を通じて国際紛

争に巻き込まれることを避けるため、武器輸出については慎重に取り扱う必要性がある

と一貫して述べ続けた。また、重光外務大臣は、国際紛争は平和的にすべて話し合いを

もって解決をして行くべきであるという主義を「国策」、「平和外交」と述べたうえで、
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紛争地域への武器輸出を慎重に考えなければならないという姿勢を示した。そのうえで、

自衛権を保持している以上は防衛産業の存在は必要であるとしながらも、自衛のための

武器生産と武器輸出は別問題として切り分けて考える考えを述べたものの、民需貿易を

武器輸出を通じて阻害することを避けたいという態度を示した。石橋通産大臣は、中近

東方面が日本の重要な貿易市場であることを確認したうえで、わずかばかりの武器の輸

出によって、中近東方面での一般の貿易市場を破壊するようなことは絶対にしたくない

との姿勢を示したが、具体的な防衛産業政策を採ることはなかったため、防衛産業は国

内外の市場を求めてさらなる活動を進めることとなる。 

このように、鳩山総理大臣、重光外務大臣、石橋通産大臣は紛争巻き込まれへの懸念

という「軍事的な利益」と、民生品の輸出を阻害する可能性という「経済的利益」のほ

か、国際紛争は平和的に解決をして行くべきである、とする「平和主義規範」の影響か

ら武器輸出を抑制すべきとの立場をとった。そして、イスラエルやシリアなどの紛争当

事国への武器輸出から、紛争の長期化や拡大を防止するという点は、武器輸出三原則に

おける(3)国際紛争の当事国又はそのおそれのある国向けの場合の武器輸出禁止が、こ

の時点で形成されたといえる。そして、スエズ動乱による中東情勢の緊迫化は紛争巻き

込まれ防止という「軍事的利益」の観点や、民需品輸出への影響といった「経済的利益」

の観点から政府の武器輸出への抑制的な姿勢を決定づけることとなった。 

それでも、1960 年代に入ると台湾、インドなどから武器輸出への引き合いはあった

ものの、これらの国々は中国やパキスタンとの領土紛争をかかえており、紛争当事国あ

るいは紛争当事国となる可能性が高かったため、こちらも「軍事的利益」および「経済

的利益」の観点から輸出許可が下りることは無かった。このため防衛産業は、再び内需

拡大に動くこととなり、1967 年を初年とする第三次防衛力整備計画の制定においては

「自主防衛＝装備国産化」という形で自衛隊向けの装備品による内需を獲得するという

希望は結実したが、結果的にこの動きが野党からの批判に晒されることとなり、佐藤総

理大臣によって「武器輸出三原則」が表明されることとなった。他方で輸出に関しては、

北爆開始後に前線基地のひとつとして位置づけられた在日米軍基地向けの武器納入が

増加し、日米地位協定によって「輸出規制」の対象とはならなかったため、武器輸出に

向けた防衛産業のロビー活動はオイルショック時まで抑制されることなった。 
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そして、防衛産業は佐藤による武器輸出三原則の表明自体も「実質的には大した影響

のない」ものであったと述べていることからも、この時期においても「武器輸出禁止規

範」は「形成」されておらず、「武器輸出管理政策」は「軍事的利益」と「経済的利益」

から形成されていたことが確認できる。 

1970 年代に入ると、オイルショックの影響を受け、業界からは内需の冷え込みを受

けて一転して武器輸出三原則の緩和に向けた要望がなされた。しかし、日中国交正常化

交渉を控えた田中によって、武器輸出三原則が憲法に基づく平和主義の影響を受けてい

るとの見解が示されて以降、従来の武器輸出問題は「軍事的利益」や「経済的利益」か

ら説明されるものから、憲法の「平和主義」から導き出されるものへと形を変えること

となり、またその答弁内容から「武器輸出全面禁止」がうたわれることとなったのであ

った。三木は該当地域以外への武器輸出については、武器輸出三原則が禁止していない

ことを答弁を通じて改めて表明したが、この動きに対して野党は攻撃を強め、結果的に

「武器輸出に関する政府の統一見解」と「武器輸出問題に関する決議」が出されること

なった。そしてこの時期において「武器輸出禁止規範」は「形成」され、その影響を受

けて日本兵器工業会は定款の実施事業項目から「輸出振興に関すること」という文言を

削除することとなるなど社会全般にも大きな影響を与えることとなった。 

だが、1981 年 6 月に米国から提起された対米武器技術供与問題は「武器輸出禁止規

範」の「限界」を生じさせた。1970 年代後半より、これまで非対称の関係であった日

米同盟に変化が生じる。東西冷戦下において、米国は日本の防衛力を強化するために、

主として戦闘機や対潜哨戒機、地対空誘導弾など最新鋭の防衛装備品をライセンス生産

の形で生産することを認め、米国からの日本への軍事技術の移転を進めてきた。一般的

に技術移転は受け入れ国側の技術力と経済力を向上させるため、将来的な経済的な競合

関係を生じさせる可能性がある。また、米国は伝統的に武器輸出や技術移転を通じて、

被援助国に対する影響力行使の手段の一つと考えていた。しかし、この時期になって米

国国防総省は武器調達の方針転換し、日本をはじめとする同盟国からの軍事技術の移転

を求めるようになったのであった。そして、軍事技術の移転に際して障害となる日本の

武器輸出三原則は、米国側からの直接的な批判に晒されることとなり、中曾根康弘政権

は「武器輸出禁止規範」に「限界」を生じさせることとなる。この時期、各国の技術レ
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ベルが向上し、米国は NATO 諸国への技術移転協力の要請に加えて、当時最先端のエ

レクトロニクス技術を有する国となった日本に対しても関心を寄せるようになった。つ

まり、この時期において米国は日本の持つ汎用技術分野での技術力向上に安全保障上の

意味合いを見いだしたのである「武器輸出禁止規範」に「限界」を示すこととなる。こ

の対米武器技術供与問題は、中曽根内閣において一年半後に決着がつけられ「武器輸出

三原則」、「武器輸出に関する政府統一方針」の適用から米国は除外された。既に見たよ

うに「武器輸出禁止規範」は 1970年代から 1980年年代初頭まで「武器輸出管理政策」

の形成に影響を与えたが日米同盟の深化による「軍事的利益」によって「武器輸出禁止

規範」は「影響」を受け、結果的に武器輸出三原則の例外化が為されることとなった。 

 これらの事例検証を通じて明らかになったことは、戦後の日本においては当初から

「武器輸出禁止規範」というものが存在したのではなく、それ以前の武器輸出管理政策

形成における抑制的な姿勢は「平和主義」などの平和的な観点からではなく「軍事的利

益」や「経済的利益」から形成されたものであった。そして「武器輸出禁止規範」は、

ある 1970年代から 1980年代初頭のごく限られた時期においては政策形成に大きな影響

を与えただけでなく、民間企業や経済団体の経済活動にまで影響を及ぼしたが、日米同

盟の深化のもとで「規範の限界」を示した。戦後日本の安全保障政策は構成主義におけ

るクリティカル・ケースであるとされているが、クリティカル・ケースである戦後日本

の安全保障政策においても「軍事的利益」の前では「規範」には「限界」が存在し、そ

の「限界」ゆえに構成主義がもつ「分析射程」も限定的であることを本研究での事例検

証を通じて明らかにできた。 

昨今、野田佳彦総理大臣のもとで「『防衛装備品等の海外移転に関する基準』につい

ての内閣官房長官談話」(2011 年 12 月)が出されるなど、武器輸出をめぐる政策におい

てはその変容が著しい。国際共同開発機である F35 戦闘機の生産分担や、英軍との化

学防護服の共同開発、トルコ軍との戦車用エンジンの共同開発などの商談がマスコミに

よって報道されるなど、武器輸出や防衛生産に関する日本の姿勢が変わりつつある。し

かし、既に多くの大手メーカーが防衛省向けの兵器・装備品生産から撤退を始めている

という新たな問題も存在し、日本の安全保障は「技術」面や「産業」面から転換期にお

かれているということが、指摘できるであろう。 
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安全保障戦略を立案するうえにおいて、兵器や装備品の国内生産というものは個々の

国家や軍隊が有する古くからの課題である。現代においても、輸入に比べて割高な国内

生産や国内組み立てを「国家の優位性」や「技術的な独立性を確保」するための手段で

あるとして、容認をする意見も存在するが、いずれの方法が日本の安全保障政策を考え

るうえで、より適した手段であるかについての答えは、未だに見出されていない。軍事

戦略と技術・産業は不可分な関係にあり、軍事戦略上の技術に対する要求と期待は、ま

すます増大化している。しかし、膨大な開発費を必要とし、極めて高度な技術体系の産

物である現代の武器においては、かつてのように技術と産業が一体（技術革新と国産化）

ではなく、技術（国際共同開発）と産業（国内防衛産業）に分離し、特に産業面で課題

となっているのは国内防衛産業の維持という問題である。 

戦後日本における武器輸出問題は防衛産業の維持にかかる問題でもあった。本研究で

は、武器輸出管理の対極にある防衛産業の維持、あるいは防衛産業といった課題に対し

て、明確な答えを導くことができなかった。ゆえに、今後の研究上の課題として、防衛

産業にかかる問題を本論文で得た知見を生かしながら紐解いていきたいと考える。 
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